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大学共同利用機関

平成２６年度産学連携等実施状況調査は、全国の大学等１０８５機関を対象に、産学連携等の実施状況について広く把
握し、今後の産学連携等施策の企画・立案に反映させることを目的として、文部科学省が実施しているもの。 本調査に
おいて、産学官連携リスクマネジメント（利益相反マネジメント、技術流出防止マネジメント）の取組状況を調査したとこ
ろ。

調査対象機関は、国公私立大学、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関（全１０８５機関）。産学関連リスクマネジ
メントの調査項目については、関連調査として実施され、以下属性の機関から回答があったところ。

研究者数別の回答者属性

「研究者数」は、府省共通研究開発管理システム（e-Rad）に登録され
ており、かつ科研費への応募資格を有する研究者の人数 （各機関
からの回答を基づいた研究者の人数）

大学、高専、大学共同利用機関別の
回答者属性
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利益相反マネジメント（一般）に関する
各大学等の取組状況



利益相反マネジメント（一般）に関する各大学等の取組状況等①

402

296

（１）

①機関として取り組

んでいる

②機関として取り組

んでいない

333

69

①規程等を定めてい

る
②規程等を定めてい

ない
227

66

71

38

①本部のみ体制整備

②本部及び部局で体制整備

③体制の整備をしていない

④その他

● 機関として利益相反（一般）に取り組まれ
ている機関数

● 利益相反（一般）に関する規程等を定めてい
る機関数

● 利益相反（一般）について、研究機関全体の体制
別の機関数

4

「①機関として取り組
んでいる」と回答した
大学等のみについて、
これ以降の取り組み
内容を調査

Ｎ＝４０２
Ｎ＝４０２

Ｎ＝６９８



● 利益相反（一般）について、部局の体制
（機関数）
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● 利益相反（一般）について、本部の体制
（機関数）
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本
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を
設
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⑥
そ
の
他

複数回答可
部局の体制整備をしている機関が対象

Ｎ＝６６

利益相反マネジメント（一般）に関する各大学等の取組状況等②

複数回答可
本部の体制整備をしている機関が対象

Ｎ＝２９３

機
関
数

機
関
数



● 利益相反委員会（利益相反マネジメントの最終的
な判断を行う会議体）の開催回数の機関別分布

6

● 利益相反アドバイザリー・ボード （利益相反マネジ
メントの最終的な判断を行う会議体・社に対してアド
バイスする組織体） の開催回数の機関数分布

利益相反マネジメント（一般）に関する各大学等の取組状況等③
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● 利益相反委員会の機関毎の人数

機
関
数

人数 人数

機
関
数

機
関
数

● 利益相反委員会の機関毎の外部有識者の人数

利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝２４３

利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝２４３

利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝２４３

利益相反ＡＢを設置して
いる機関が対象
Ｎ＝２０



● 本部に所属する担当教職員の業務経験年
数別の人数

7

利益相反マネジメント（一般）に関する各大学等の取組状況等④

236

342

247

1年未満

1年越え～3年
未満

3年以上

200

625

専任

兼任

21

194

①受講している

②受講していない

● 本部に所属する担当教職員の専任／兼任別
の人数

● 担当教職員の利益相反マネジメントにかかる
研修受講状況（平成２６年度） （機関数）

本部に担当者がい
る機関を調査対象

Ｎ＝２１５

本部に担当者がい
る機関を調査対象
（２１５機関が回答）

本部に担当者がい
る機関を調査対象
（２１５機関が回答）



● 利益相反（一般）における案件の把握方法別の機
関数

8

利益相反マネジメント（一般）に関する各大学等の取組状況等⑤

● 利益相反（一般）について、機関として把握した申告の
あった件数の機関数分布

Ｎ＝４０２
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件数／年

機
関
数

● 利益相反（一般）の案件把握後に、ヒアリング（具体的
な事実関係の調査等）をした件数の機関数分布

件数／年

機
関
数

Ｎ＝４０１

Ｎ＝４０１

113

81
58

23

53

74

①随時、自己申告書の提出を求めている

②定期的に自己申告書の提出を求めている

③随時及び定期的に自己申告書の提出を求めている

④アドバイザー等に直接相談

⑤その他手続き

⑥仕組みを構築していない
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利益相反マネジメント（一般）に関する各大学等の取組状況等⑥

9

● 利益相反（一般）における公表状況（機関数） ● 利益相反（一般）マネジメントについての冊子、パン
フレット等（教職員向け）を作成（機関数）

● 利益相反（一般）における研究者向け説明会の開
催回数（平成２６年度） （機関数）

51

351

冊子、パンフ

レット等を作成

している

冊子、パンフ

レット等を作成

していない

338

51

7 6

0回

1回

2回

3回以上

複数回答可
Ｎ＝４０２

Ｎ＝４０２

Ｎ＝４０２

機
関
数
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利益相反マネジメント（臨床）に関する
各大学等の取組状況



111

73 ①規程等を定

めている

②規程等を定

めていない
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利益相反マネジメント（臨床）に関する各大学等の取組状況等①

11

184

514

臨床研究を実

施した

臨床研究を実

施していない

● 平成２６年度に機関において臨床研究を
実施した機関数

● 利益相反（臨床）に関する規程等を定めてい
る機関数

● 利益相反（臨床）について、研究機関全体の体制
別の機関数

これ以降は、「臨床研
究を実施した」機関の
みが、取り組み内容に
ついて回答

複数回答可
Ｎ＝１８４

Ｎ＝１８４

Ｎ＝６９８

機
関
数



利益相反マネジメント（臨床）に関する各大学等の取組状況等②

12

● 利益相反委員会（利益相反マネジメントの最終的
な判断を行う会議体）の開催回数の機関別分布

● 利益相反アドバイザリー・ボード （利益相反マネジ
メントの最終的な判断を行う会議体・社に対してアド
バイスする組織体） の開催回数の機関数分布

● 利益相反委員会の機関毎の人数 ● 利益相反委員会の機関毎の外部有識者の人数
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利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝１１２

利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝１１２

利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝１１２

利益相反ＡＢを設置している機関が対象 Ｎ＝８



利益相反マネジメント（臨床）に関する各大学等の取組状況等③

83

29
治験審査委員会

等へ報告してい

る

治験審査委員会

等へ報告してい

ない

● 利益相反に係る委員会において、研究者が利益相反状態にある
と判定された場合、要約書や意見書を治験審査委員会（IRB)や臨
床研究倫理委員会等へ報告する機関数

利益相反委員会を設置
している機関が対象

Ｎ＝１１２
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● 利益相反（臨床）について、機関として把握した
申告のあった件数の機関数分布

● 利益相反（臨床）の案件把握後に、ヒアリング
（具体的な事実関係の調査等）をした件数の機
関数分布
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技術流出防止マネジメント（安全保障貿易管理）
に関する各大学等の取組状況



安全保障貿易管理に関する各大学等の取組状況等①

15

121

578

①管理体制を整

備している

②管理体制を整

備していない

100

21 ①規程等を定

めている

②規程等を定

めていない

75

37

9 ①本部のみ体制

整備

②本部及び部局

で体制整備

③その他

「①管理体制を整備し
ている」と回答した大
学等のみについて、こ
れ以降の取り組み内
容を調査

● 機関として安全保障貿易管理体制（相談窓口、担当部署、担当者
等の設置）を整備している機関数

● 機関として必要な規程等を定めている機関数 ● 研究機関全体の体制状況 （機関数）

Ｎ＝１２１ Ｎ＝１２１

Ｎ＝６７８
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安全保障貿易管理に関する各大学等の取組状況等②
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①本部に担当
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②本部に担当

者を設置

③その他
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奨 ④
そ
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他

● 本部の体制状況（機関数）

● 本部に所属する担当教職員の業務経験
年数別の人数

● 本部に所属する担当教職員の専任／兼
任別の人数

● 安全保障貿易管理の担当部署の構成員、
担当教職員の育成方法（機関数）

Ｎ＝１２１

（１０１機関が回答） （１０１機関が回答）

Ｎ＝１２１

機
関
数
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安全保障貿易管理に関する各大学等の取組状況等③

25
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①活用してい

る

②活用してい

ない
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、
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障
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易
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専

門
教
材
の
配
布

④
e-

Le
ar

ni
ng
に
よ
る

実
施

⑤
学
内
に
お
け
る
セ
ミ

ナ
ー
、
講
演
会
等
の
開

催

⑥
そ
の
他

● 安全保障貿易管理について外部専門家の活用状況（機関数）

● 安全保障貿易管理における案件の把握方
法（機関数）

● 安全保障貿易管理における啓発活動方法
（機関数）

Ｎ＝１１２

複数回答可
Ｎ＝１２１

複数回答可
Ｎ＝１２１

機関数

機
関
数



18

安全保障貿易管理に関する各大学等の取組状況等④

16

16

0
71

18

①研究機関の監査担当部署が業

務監査として行っている

②安全保障貿易管理専門の管理

部署が行っている

③外部有識者で組織された外部

団体を通して定期的に行っている

④特に行っていない

⑤その他

98

23 ①保管している

②保管していな

い

Ｎ＝１２１

Ｎ＝１２１

● 安全保障貿易に関する監査の方法（機関数） ● 安全保障貿易管理に関して確認・作成した資料を
保管の有無（機関数）
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技術流出防止マネジメント（営業秘密管理）
に関する各大学等の取組状況
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営業秘密管理に関する各大学等の取組状況等①

64

634

①管理体制を整

備している

②管理体制を整

備していない

46

18
①基本方針を定

めている

②基本方針を定

めていない

29

35

①成果の発表の審

査の仕組みを整備

している

②成果の発表の審

査の仕組みを整備

していない

「①管理体制を整備し
ている」と回答した大
学等のみについて、こ
れ以降の取り組み内
容を調査

Ｎ＝６４
Ｎ＝６４

● 機関として営業秘密管理体制の整備（基本方針、実施
計画の策定、ルール構築）をしている機関数

● 機関として営業秘密管理に係る基本方針を定めて
いる機関数

● 機関として、学内における、営業秘密を含む成果
の発表（特許出願を含む）の審査の仕組みにつ
いて整備している機関数

Ｎ＝６９８
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営業秘密管理に関する各大学等の取組状況等②

18

46

①相談できる窓

口を設置してい

る

②相談できる窓

口を設置してい

ない

13

51

①モニタリングを

行っている

②モニタリングを

行っていない

23

321

15

2
①学内で統一的に実施している

②学内で統一ルールはあるが、指定はキャン

パス単位・部課単位等に委ねている

③学内で統一ルールはあるが、指定は個人

（研究室・教員等）単位に委ねている

④全て個人（研究室・教員等）単位に委ねてい

る（大学組織としては特段行っていない）

⑤その他

Ｎ＝６４
Ｎ＝６４

Ｎ＝６４

● 情報取得行為が不正競争防止法等に違反していない
かを相談できる窓口を設置している機関数

● 他者の営業秘密に接する可能性の高い教職員等に対
してモニタリング（監視）を行っている機関数

● 営業秘密の対象の指定を行う体制（機関数）



28

36

①学生に対して

対応している

②学生に対して

対応していない

52

12 ①他組織と連携する際

に、秘密保持契約を締

結している

②他組織と連携する際

に、秘密保持契約を締

結していない

22

営業秘密管理に関する各大学等の取組状況等③

Ｎ＝６４

17

47

①研修を行っている

②研修を行っていない

Ｎ＝６４

Ｎ＝６４

7

57

①リスクが顕在化

したケースがある

②リスクが顕在化

したケースがない

Ｎ＝６４

● 営業秘密の取扱い等に関し、学内教職員等に周
知するために、研修を行っている機関数

● 営業秘密管理について、リスクが顕在化したケー
スがある機関数

● 学生に対して、営業秘密の取扱いについて対応
している機関数

● 他組織と連携する際には、秘密保持契約を締結
している機関数


